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過疎地域においては，路線バスの代替交通手段としてコミュニティバスやデマンド交通等の運行が行わ
れているが，多くの自治体では財政負担が年々増加している状況にある．そのような中で，公共交通サー
ビスの運行経費を大幅に削減することができる“ライドシェア”の活用が期待される．現状では公共交通
空白地域において非営利のライドシェアである“自家用有償旅客運送”が運行されているが，ドライバー
不足の問題でサービスの維持が困難な地域も存在している．本研究では，公共交通サービスが具備するい
くつかの条件を基に自家用有償旅客運送の長所と短所を把握するとともに，現行の自家用有償旅客運送制
度の問題点を明らかにする．そのうえで，近年のライドシェア規制の動きを踏まえ，ライドシェアが過疎
地域における持続可能な公共交通サービスとなるための課題を明らかにする． 
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1. はじめに 
 
人口減少・高齢化が進む過疎地域においては，路線バ
ス等の民間事業者が運営する公共交通サービスを維持す
ることは難しく，地域住民の生活の足をどのように確保
するかが問題になっている．路線バスが廃止された地域
ではコミュニティバスやデマンド交通等の運行やタクシ
ー補助による代替輸送等が行われているが，多くの自治
体では財政負担が年々増加している状況にあり，持続可
能な地域公共交通を形成するためには効率的な運営によ
り収支率を高める必要がある．近年は，自動運転や
MaaSアプリ，AI配車システム等の新技術を活用して運
営の効率化を図る取り組みも行われているが，本研究で
はそのような新技術の中でも公共交通サービスの運行経
費を大幅に削減することが期待できる“ライドシェア”
に着目する． 
ライドシェアは，同一目的地の人を同乗させて運転コ
ストをシェアする非営利のカープールや， UberやLyftを
はじめとする営利目的のTNC（Transportation Network Com-
pany）サービス等，種類や定義は様々ある 1)が，本研究
では営利・非営利を問わず“一般人の空いた時間と自家
用車を用いて低廉な移動サービスを提供するもの”をラ
イドシェアと定義する． 

我が国においては，二種免許を持たないドライバーが
有償で移動サービスを提供することは“白タク行為”と
して禁止されているが，公共交通サービスの維持が困難
な地域（以下，公共交通空白地域）においては自家用有
償旅客運送制度を活用し，非営利のライドシェアが行わ
れている．自家用有償旅客運送の利用者は高齢者が多い
ため，現在は電話予約のサービスが多いが，利用者の多
くが高齢者であっても適切なマッチングを行えばライド
シェアシステムの導入適性は必ずしも低くないという研
究成果 2)もあり，今後高齢者のスマートフォン利用率が
高まることを考えると，ライドシェアはますます重要な
交通手段になってくると考えられる． 
一方で，自家用有償旅客運送を実施している地域の中
には，ドライバー不足の問題によりサービスの維持が困
難になっている地域もでてきており，住民主体型の移動
サービスは持続可能な交通手段になりにくいという報告
もある 3)．ドライバー不足の問題は，ドライバーへの報
酬額が少ないことが原因のひとつと考察されているが，
それが直接的な原因になっているかは定かではない． 
個別の上手くいかなかった事例だけで，手段そのものに
問題があると判断することは早計であり，自家用有償旅
客運送の特徴を踏まえたサービス設計になっていたか，
また，自家用有償旅客運送制度そのものに問題はないの
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か，についても検証が必要と考える． 
そこで本研究では，公共交通サービスが具備すべき条
件を定義し，その適合状況から様々な交通手段の中で自
家用有償旅客運送がどのような特徴を持っているのかを
把握したうえで，現行の自家用有償旅客運送制度の問題
点を明らかにする．さらに，経済団体が提言している
「日本版ライドシェア」の内容を踏まえ，ライドシェア
が過疎地域における持続可能な公共交通サービスとなる
ための課題を明らかにする． 
 
2. 公共交通サービスが具備すべき条件について 
 
我が国の交通政策の基本理念を定めた交通政策基本法
においては、交通政策は「国民等の交通に対する基本的
な需要が適切に充足されることが重要であるという基本
的認識の下に行わなければならない」と明記されている．
ここでいう“基本的な需要”とは，通院や買物，通勤・
通学などの日常生活に伴う移動のことを指していると考
えられ，自動車を利用できない人にもそのような移動が
適切に供給されるべきと考える．自動車を利用できない
人の移動を公共交通サービスでどこまで保障するかは，
「活動機会の保障水準」と「そのための負担」の組合せ
から地域住民が選ぶべきもの 4)と考えるが，ここでは
“公共交通サービスは，日中における通院・買物等の日
常生活の移動を保障すべきもの”と定義する． 
本研究で扱う公共交通サービスは，以下のような条件
によって構成されているものとする．  

a．安全性 
交通事故や犯罪に遭うことなく，利用者が安心し
て利用することができるサービスであること 
b．低廉性 
安価な料金で利用できるサービスであること 

c．安定供給 
利用したいときに利用できるサービスであること 

d．速達性 
目的地まで早く到着できるサービスであること 

e．利便性 
わかりやすく，利用しやすいサービスであること 

f．効率性 
運行経費（補助金を含む）が安いサービスである
こと 

 
上記の条件 a～eはサービスを利用する側の視点での
条件であり，条件 fは交通事業者や自治体等のサービス
を供給する側の視点での条件である．条件a～fのいずれ
かが著しく欠けると，地域住民に“日常生活の移動”が
提供できなくなることが懸念され，公共交通サービスは
全ての条件を一定程度満たすべきものと考えられる． 

表-1 本研究で対象とする交通手段 
 
 
 
 
 
 
3. 過疎地域の公共交通サービスの現状 
 
本研究では，表-1に示す特徴の異なる 5つの交通手段
に着目し，現在の過疎地域の公共交通サービスの現状を
2．で示した条件 a～fに沿って整理する． 
なお，乗合タクシー（乗合，定時定路線）については，
車両こそコミュニティバスと異なる小型車両（コミュニ
ティバスは 11人以上，乗合タクシーは 10人以下）が使
われているが，条件a～fで評価した時にコミュニティバ
スと差別化ができないと考えられたため，検討対象外と
することにした． 
また，デマンド交通は，運行方式や運行ダイヤ，発着
地条件等の組合せで多様な運行形態が存在するが，デマ
ンド交通の“利用者の需要に合わせて運行する”という
特徴をより表しているのは,  定路線型よりもドアツード
ア型であると考えられ，また，近年は ICTの進展により
様々なデマンド交通システムの開発が進んでいる 5)とい
う背景もあるため，ドアツードア型を検討対象とするこ
とにした． 
 
(1)安全性について 
バスやタクシー等の交通事業を始める際は，道路運送
法上の手続きが必要となっており，国土交通大臣に事業
計画を申請し，安全性や遂行能力を審査され，それが認
められたのちに営業が許可される仕組みとなっている．
また，バスやタクシーのドライバーとなるには，通常の
自動車の運転に必要になる第一種免許と比べて厳しい条
件が課せられる第二種免許が必要となっている． 
コミュニティバスやデマンド交通は，既存の交通事業
者に運行を委託していることが多いため，高い安全性が
確保されているといえる． 
第二種免許を持たないドライバーがサービスを提供す
る自家用旅客運送においても，道路送法に基づく登録を
行い，一般人ドライバーが運転者講習を受講することで
一定程度の安全性は確保されているといえる． 

 
(2)低廉性について 
バスやタクシー等の交通事業者が提供するサービスの
運賃は，国土交通大臣の許可を受けなければならないこ
とになっており，その価格は適正な原価に適正な利潤を
加えたもの（総括原価）を超えてはならないこととなっ

交通手段 運行形態

コミュニティバス 乗 合 ，定時定路線

デマンド交通 乗 合 ，ドアツードア

タクシー 個別輸送，ドアツードア

自家用有償旅客運送 個別輸送，ドアツードア
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ている．しかし，過疎地域のコミュニティバスのように
住民の生活に必要な交通サービスについては，地域公共
交通会議において協議が行われ協議が整った協議運賃が
採用されており，通常の路線バス等と比べて低額に設定
されていることが多い．辰巳ら 6)が全国の自治体を対象
に実施した地域公共交通の運営状況に関するアンケート
調査結果によると，均一制料金のコミュニティバスは
200円以下の運賃で運営している自治体が約 9割であり，
均一制料金のデマンド交通は200～300円の運賃で運営し
ている自治体が全体の 5割以上となっている．  
タクシーはコミュニティバスやデマンド交通と比べる
と運賃が高く，日常生活で頻繁に利用するには厳しい交
通手段である．そのため，タクシー券の配布や，運賃を
割引く等のタクシー補助の施策を実施し，日常生活での
利用に耐えうる運賃設定としている地域もある． 
自家用有償旅客運送の運賃は，近隣のタクシー運賃の
半額程度が目安とされている．  
過疎地域における交通手段の低廉性の水準を把握する
ため，病院や商業施設が立地する拠点までの訪問頻度を
数パターン設定し，交通手段毎の月額交通費を試算した．
（表-2） 
病院や商業施設が立地する拠点までの距離が 10kmの
場合，最も運賃の高いタクシーしか利用できない状況と
なると，3 ケースのうち最も訪問頻度が少ないケース
（週 1回程度の通院・買物）においても月 3万円弱の交
通費がかかることになる．2019年度家計調査の消費支出
（総世帯）を基に算出した 1人当たりの月額交通費（自
動車等関係費含む）は約 1万円程度であり，平均的な世
帯の消費支出からみると，通常のタクシー運賃はかなり
の負担であるといえる． 

 
表-2 過疎地域における交通費の試算 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

タクシー運賃の半額程度のタクシー補助や自家用有償
旅客運送は，依然として負担は大きいものの通常のタク
シー運賃と比べると許容できる範囲になっていると考え
られる．また，コミュニティバスやデマンド交通の運賃
であれば，最も訪問頻度が多いケースでも 許容範囲の
金額になっていると考えられる． 

 
(3)安定供給について 
 コミュニティバスのような定時定路線型の交通手段は，
運行ダイヤの範囲であれば安定的にサービスを利用する
ことができるサービスであるといえる． 
デマンド交通は，利用者の予約状況に応じて運行する
サービスなので，予約の範囲内では安定的にサービスを
利用することができるが，予約は事前に行う必要がある
ため，利用したいときに利用できるサービスになってい
るとは言い難い． 
タクシーは，配車依頼をすればいつでも利用できるサ
ービスになっており，安定供給の水準は高い．ただし，
タクシー補助の場合は，利用者や回数に制限がかけられ
ているため，誰もが利用できるサービスにはなっていな
い． 
自家用有償旅客運送は，近年は ICTを活用した即時配
車が可能になり，タクシーに近いサービスも存在する．
ただし，制度上，運行区域が制限されているため，どこ
でも利用できるサービスにはなっていない．  

 
(4)速達性について 
コミュニティバスのような定時定路線型の交通手段は，
停留所で利用者を拾い上げていく必要があるため，路線
が長くなったり，停留所の数が多くなると速達性は低下
する．また，停留所の数が少ないと利用者は停留所まで
アクセスする時間が必要になり，停留所から遠い場所に
住む利用者の速達性が低下する．そのようなことから，
定時定路線型のサービスはドアツードア型のサービスと
比べて速達性の水準は低い． 
ドアツードア型のサービスの中でも乗合が発生するデ
マンド交通は，乗合が多くなるほど目的地まで到着する
時間が遅くなるため，個別輸送のサービスと比べると速
達性の水準は低い． 
個別輸送のサービスであるタクシーや自家用有償旅客
運送は出発地から目的地まで最短経路で運ぶサービスで
あるため，速達性の水準は高い．ただし，自家用有償旅
客運送については，運行区域が制限されているため目的
地（例えば，中心市街地）まで直行できない場合がある． 

 
(5)利便性について 
コミュニティバスのような定時定路線型の交通手段は，
予め決まった時間に到着する車両に乗り込むだけなので

※拠点までの距離：片道 10km 
※case1：月 4回(週 1回程度)，case2：月 12回(週 3回程度)， 

case3：月 20回(週 5回程度) 
※タクシー運賃は京都北部地区の運賃を基に試算 
（1,300mまで 570円 ，以後 226mごとに 80円） 

※タクシー補助はタクシー運賃の 5割引きと想定 
※自家用有償旅客運送については，京丹後市で実施されて
いる「ささえ合い交通」の運賃を基に試算 
 （1,500mまで 480円，以後 1,000mごとに 120円） 

case1 case2 case3
コミュニティバス 200 1,600 4,800 8,000
デマンド交通 300 2,400 7,200 12,000
タクシー 3,650 29,200 87,600 146,000
タクシー補助 1,825 14,600 43,800 73,000
自家用有償 1,500 12,000 36,000 60,000

片道運賃
(円/回)

月額交通費（円/月）
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利用しやすいサービスであるといえるが，バス停までの
距離が遠いと利便性は低下する．  
デマンド交通はドアツードアのサービスではあるが，
利用毎に事前予約をする手間がかかり，中には事前の利
用者登録が必要な場合もあるため，利便性の水準は低い． 
タクシー，自家用有償旅客運送については，配車依頼
をすれば即時にドアツードアのサービスを利用すること
ができるため，利便性の水準は高い．  

 
(6)効率性について 
同じ交通手段であっても運行する地域によって効率的
に運営できるかどうかは異なる． 
コミュニティバスのような定時定路線型の交通手段は，
交通需要の多い地域においては 1度に多くの利用者を運
ぶことができるため，1人当りの運行経費は安く運行す
ることができるが，交通需要が少ないと利用者を乗せず
に長距離を走ることになるため，他の交通手段よりも 1
人当りの運行経費が高くなる傾向にある． 
デマンド交通は，交通需要が少ない地域では利用者の
需要がある区間のみを運行するため，運行時間や走行距
離を短縮することができる。そのため，運行経費はコミ
ュニティバスより安くなる傾向になる 7)．一方で，交通
需要の多い地域では，コミュニティバスよりも運行経費
が高くなる傾向になるという報告もある 8)． 
タクシーは個別輸送であるため，交通需要の多い地域
では乗合型の交通手段よりも運行経費は高くなるが，交
通需要の少ない地域においては乗合が発生しにくい状況
になるため，乗合型の交通手段と同程度かそれ以下の運
行経費になっている可能性がある．福本ら 9)や加藤ら 10)

は，タクシーの日報データや経費シミュレーションの結
果からコミュニティバスやデマンド交通の利用の少ない
地域においては，タクシーの方が運行経費が安くなる可
能性があることを明らかにしている． 

自家用有償旅客運送は，タクシーと比べてドライバー
の人件費が安く，自家用車を用いることで車両費もかか
らないため，乗合が発生しにくい地域においては，最も
運行経費の安い交通手段であると考えられる． 
上記を踏まえると，交通需要と利用者 1人当たりの運
行経費の関係は図-1のようなイメージになっていると考
えられる．（※グラフ形状はイメージであり，人口分布
や地域構造によって形状が異なることに留意されたい） 
 交通需要の少ない過疎地域において最も運行経費の安
い交通手段は自家用有償旅客運送であり，最も運行経費
が高いのがコミュニティバスであると想定される．タク
シーとデマンド交通はその間に位置すると想定され，ど
ちらの運行経費が安くなるかについては地域によって異
なると考えられる． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-1 交通需要と各交通手段の運行経費の関係イメージ 

 
表-3 過疎地域における各交通手段の条件の適合状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(7)交通手段毎の条件の適合状況 
 (1)～(6)を踏まえ，過疎地域において各交通手段が条
件 a～fを満たしているか否かを整理した．（表-3） 
コミュニティバスは，安全性・低廉性・安定性の水準
が高いサービスであるが，路線固定のため速達性の水準
が低く，需要の小さい過疎地域においては効率性の水準
も低い． 
デマンド交通は，安全性・低廉性が高いサービスであ
るが，事前予約があることから利便性の水準が低く，安
定供給の水準もコミュニティバスよりは低い．効率性は，
コミュニティバスよりも高いが，地域によってはタクシ
ーよりも低くなる場合がある． 
タクシーは，低廉性以外の項目については一定程度の
水準を満たしている．低廉性の水準を高めるための施策
としてタクシー補助が挙げられるが，それにより安定供
給の水準が満たせなくなるため，すべての条件を満たす
ことはできない． 
自家用有償旅客運送は，全ての条件について一定程度
の水準を満たしているように見えるが，運行区域に制限

タクシー
（タクシー補助）

ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ交通

ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ

少 多交通需要

利用者1人当りの運行経費
（車両1台で運行した場合）

高

安
交通需要が少なく、
乗合が発生しにくい

運
行
経
費

自家用有償
※公共交通空白地のみ

安全性 低廉性
安定
供給

速達性 利便性 効率性

コミュニティバス 〇 〇 〇 × △ ×

デマンド交通 〇 〇 △ △ × △

タクシー 〇 × 〇 〇 〇 △

補助有 〇 △ × 〇 〇 △

自家用有償旅客運送 △ △ 〇 〇 〇 〇

運行
区域外

△ △ × × 〇 〇

〇：高い水準で満たしている、△：一定程度は満たしている、×：満たしていない
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があるため，運行区域外においては安定供給と速達性の
条件を満たすことはできない． 
総括すると，“過疎地域において条件 a～fを全て満た
している交通手段は存在しない”ということがいえる． 
実態としては，今回取り上げた以外の交通手段も含め
てあらゆる交通手段の中から，地域の特性に合った交通
手段が選ばれている状況にあり，中には豊岡市のように
複数の交通手段（コバス，全但バス，イナカー，チクタ
ク）を繋ぎ合わせてなるべく欠点の少ない公共交通サー
ビスを構築している地域も存在している 11)． 
今回取り上げた交通手段の中では，タクシーと自家用
有償旅客運送が比較的欠点の少ない交通手段といえる．
以降，この２つの交通手段に焦点を当てて問題点を掘り
下げていく． 
  
4. タクシー利活用施策の問題点 

 
表-3で示したように，タクシーは運賃が高いことを除
けば，過疎地域における理想的な交通手段であると考え
られる．近年，公共交通機関としてタクシーの利活用が
期待されている 12)が，2.(3)でも示したように，通常のタ
クシーの“高額な運賃”では日常生活の移動を保障する
ことが困難である．そのため，公共交通としてタクシー
を活用する際は“いかに利用者の運賃を下げることがで
きるか”が重要となる．そのような意味でタクシー券の
配布や運賃割引等のタクシー補助は，タクシーの利活用
を図るうえで重要な施策のひとつであるといえる． 
鈴木ら 13)は高齢者を対象にタクシー運賃の割引率によ
る外出行動の変化についての分析を行っており，70 歳
以上を対象にタクシー運賃を 5割引にすると高齢者の利
用頻度が増え，収支の面でもマイナスにならないという
予測結果を示している．しかし，タクシー補助は，地域
住民全てを対象とすることは自治体の財政的に困難であ
るため，利用者を高齢者や障害者のみに限定していたり，
利用回数の上限が設けられている地域が多い．  
 タクシー運賃を下げるための施策は，タクシー補助以
外にも実施されているが（例えば，吉田 14)），現状にお
いては自治体の補助なしに運賃を大幅に下げることがで
きるような施策は存在しない． 
 総務省の推計 15)によると，我が国の 65歳以上人口は
今後20年間で約300万人も増加することが予測されてお
り，今後はタクシー補助の対象となる人口も増加するこ
とが予想される．自治体の補助なしでは日常生活の移動
を保障することが困難なタクシーが過疎地域における持
続可能な公共交通サービスになれるかは疑問が残る． 
 
5. 自家用有償旅客運送の問題点 
  

タクシーは“高額な運賃の問題”があり，その解決策
であるタクシー補助においても“自治体の財政負担が大
きい”という問題があった．自家用有償旅客運送は，タ
クシーの半分程度の運賃でサービスを提供することがで
き，運行経費も他の交通手段に比べて安いため，過疎地
域においては理想的な交通手段であるといえるが，自家
用有償旅客運送には２つの無視できない問題を抱えてい
る．１つは前述した“ドライバー不足”の問題であり，
もう１つは“運行区域の制限”の問題である． 

 
(1)ドライバー不足の問題 
 自家用有償旅客運送のドライバー不足は，制度が始ま
った当初から課題となっていたが，ドライバーの勧誘方
法や勤務形態の工夫等，いくつかの対策は挙げられてい
るものの未だ抜本的な解決策は見出せていない． 
 大野 2)は，全国各地の自家用有償旅客運送の運営主体
を対象としたアンケート調査を行い，運営主体の約 3割
がドライバー不足であること，また，ドライバーを担え
る住民の絶対数の減少と，ドライバーへの報酬額が十分
でないこと，がドライバー不足の主な要因になっている
ことを明らかにしている．若菜 16)は自家用有償旅客運送
の導入条件と課題を整理する中で，いくつかの事例を基
に自家用有償旅客運送のドライバー収入を試算しており，
時給換算して150～721円程度しかないことを明らかにし
ている．試算した中で最も時給の低かった岐阜県飛騨市
の「ポニーカーシステム」では，シルバー人材センター
から依頼される草刈りや清掃等の仕事と比較して“割が
合わない”と受け止められていたようである．（ポニー
カーシステムは 2018年 3月に廃止） 
現状でドライバーへの報酬額が少なくても成り立って
いる地域もあるため，報酬が十分でないことがドライバ
ー不足の直接的な原因であるとは断定はできないが，報
酬額が少ないと感じているドライバーがいることは事実
であり，解決すべき課題のひとつであるといえる． 
自家用有償旅客運送者が利用者から収受する対価につ
いては“実費の範囲内であること”という基準が定めら
れており，近隣のタクシー運賃の 1/2程度と示されてい
るが，それはあくまで目安であり，上限を示しているも
のではない．また，ドライバーの報酬を運賃収入以外の
収入源で賄っている地域もあるため，ドライバーの報酬
の問題は現行法制度の範囲内で解決できる可能性はある． 

 
(2)運行区域の制限の問題 
自家用有償旅客運送は，公共交通空白地域でのみ認め
られている交通手段である．公共交通空白地域の外で乗
降できるサービスもあるが、乗降場所が限定されていた
り，行きは利用できるが帰りは利用できない等，制限さ
れているものも多い．このように運行区域が制限されて
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いるのは，サービス自体がタクシーと類似しているため，
タクシーが運行している地域でサービスを展開すると，
タクシー会社の利益を損ね営業の維持に困難をきたす可
能性があるからである．  
京丹後市の「ささえ合い交通」は，日本で初めてスマ
ートフォンを活用してドアツードアの即時配車を実現し
た自家用有償旅客運送であるが，運行区域が降車は京丹
後市全域，乗車は京丹後市丹後町内のみであり，丹後町
外の往復利用ができないサービスとなっている．比較的
大きな病院のある隣町の網野町はもともとは公共交通空
白地域であったが，ささえ合い交通のサービス開始直前
にタクシー会社が網野町に事業所を開設したため，丹後
町の住民は往復でサービスを利用できない状況となった．
ささえ合い交通の利用者の４割は丹後町外を目的として
おり，「往復で利用できるようにしてほしい」という要
望は多い 11)． 
運行区域の制限は，交通事業者にとっては必要な規制
ではあるが，利用者側からすると規制があることによっ
てサービスが使いづらいものになっており，そのことが
利用の低迷をもたらす一因となっている可能性もある．
利用の低迷が収支状況を悪化させ，ドライバーの報酬を
少なくしているという可能性もあり，運行区域の制限は
自家用有償旅客運送の本質的な問題であると考えられる． 
 
6. 課題解決に向けた動きとなお残る課題 
  
 自家用有償旅客運送の“運行区域の制限”の問題は，
現行法制度の範囲内では解決できないため，ここでは，
交通政策基本法の理念をより十全に発揮すべく，現行法
制度の枠組みにとらわれずに課題解決の方向性を検討す
る． 
その検討素材として，公益社団法人経済同友会が2020
年 1月 22日に提言した「日本版ライドシェア」17)を取り
上げる．  

表-4 「日本版ライドシェア」の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(1)経済同友会が提言する「日本版ライドシェア」 
 経済同友会は，近年のタクシードライバー不足等の課
題解決の方法として，タクシー事業者が一般ドライバー
を“限定活用”する「日本版ライドシェア」を提言して
いる． （表-4） 
タクシー事業者がカバーできない時間帯や地域に限っ
て一般ドライバーと自家用車を活用できるという内容に
なっており，これまでの自家用有償旅客運送が公共交通
空白地域という空間的な制限であったのに対し，時間的
な概念も含めてより広範囲にライドシェアを認めるとい
う内容になっている． 
タクシー需要が追い付かない時間帯や天候は時々刻々
と変化するため，配車が可能となる時間帯や地域を制御
することは困難なことのように思えるが，“配車アプリ
の利用を前提”となっているで，ICTを活用すればその
ような動的な制御もさほど難しいことではないのかもし
れない． 
 
(2) 事業者協力型自家用旅客有償運送 
「日本版ライドシェア」は，現行の自家用有償旅客運
送の課題（ドライバー不足，地域関係者との合意形成の
困難さ，運行区域の制限）や，海外のライドシェアの課
題（過剰供給，ずさんな安全対策，既存交通事業者の経
営圧迫等）を踏まえて作成されたものであり，2020年 5
月 27日に成立した地域公共交通活性化再生法の改正を
意識して作成されたものである．そのため，交通事業者
（タクシー）と自家用有償旅客運送者（ライドシェア）
が協力して地域公共交通を担うという考え方は，新たに
制定された「事業者協力型自家用旅客有償運送」の考え
方と類似しており，国が示す方向性と一致している． 
タクシーとライドシェアが競争することなく，同一地
域で運行することができるのであれば，自家用有償旅客
運送の “運行区域の制限”の問題は一定程度解決でき
る可能性がある． 

 
(3) なお残る課題 
「日本版ライドシェア」が実現し，「事業者協力型自
家用旅客有償運送」が導入されても，なお，以下のよう
な課題が残ると懸念される． 
 
課題１：タクシー事業者へのインセンティブ付与の  

必要性 
 一般ドライバーの運行管理は，プロドライバーの運行
管理よりもコスト（教育費，車両整備費等）がかかると
想定される．また，タクシー事業者は今まで以上にリス
ク（交通事故，トラブル等）を抱えることになる．現状
よりも増加するコスト・リスクに見合ったインセンティ
ブを与えないと，協力してくれる事業者は現れないこと

運行形態

目的 ・都心や地方都市におけるタクシーの供給不足への
速やかな対応

・リアルデータの収集，データに基づいた交通政策論
議の促進
・働き方の多様化を踏まえた副業・兼業機会の提供

概要 配車アプリの利用を前提に，以下のいずれかの場合
に，タクシー事業者による第一種運転免許保有者お
よび自家用車の活用を認める．

ケース１：一時的にタクシー需要が増大する通勤時間
帯・悪天候等

ケース２：恒常的にタクシー供給が不足する地域にお
いて，需給バランスを崩さない範囲に限定

安心
・

安全

・タクシー事業者の運行管理による安全・安心の担保

・情報通信技術を用いた相互評価制度や顔認証制度
等の導入
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が想定される． 
 
課題２：運賃水準の高止まり，または二重運賃 
 タクシー運賃が現状の水準のままライドシェアを導入
した場合，ライドシェア運賃をタクシーよりも安い水準
にするとタクシーとライドシェアの利用者間で不公平感
が生じることになる．一方で，ライドシェア運賃をタク
シーの水準に合わせると運賃が高すぎて利用が進まない
状況になることが想定される．更に，ライドシェアの運
賃が安すぎると，一般ドライバーへの報酬も少なくなり，
ドライバーの確保も困難になることが想定される． 

 
7. おわりに 

 
本研究では，公共交通サービスが具備すべき条件に基
づき，主要な交通手段の特徴を整理した．条件の適合状
況は地域によって異なると想定されるが，過疎地域にお
いては，全ての条件を満たしている交通手段は存在しな
いということを明らかにした．そのような中でも，タク
シーと自家用有償旅客運送は，過疎地域において欠点の
少ない交通手段であることが把握できた． 
タクシーは“高額な運賃”が問題になっていることを
示し，現状においてはタクシー補助の施策で対応してい
るが，今後補助対象となる高齢者が増加することを踏ま
えると，タクシーが過疎地域における持続可能な交通手
段になることは難しい，という問題提起を行った． 
自家用有償旅客運送については，“ドライバー不足”
と“運行区域の制限”が問題となっていることを示し，
“運行区域の制限”の問題については，現行の法制度で
は解決が困難なことを示した．そのため，経済同友会が
提言する「日本版ライドシェア」の考え方を基に課題解
決の方向性を探った．「日本版ライドシェア」は交通事
業者とライドシェアが協力体制を築く理想的な仕組みで
あると考えられるが，その実現のためには“タクシー事
業者へのインセンティブ付与の必要性”，“運賃水準の
高止まり，または二重運賃”の課題を解決する必要があ
ることを明らかにした． 
今後は本研究で挙げた課題を解決するため，タクシー
とライドシェアの活用を見据えた新たな制度設計をさら
に進めていくことが望まれる． 
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